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２ 全道の世帯数 
 

（１）総世帯数及び一般世帯数 

 

一般世帯数は 246 万 9,063 世帯、１世帯当たり人員は 2.04 人 

 

 総世帯数は 2,476,846 世帯で、前回調査の 2,444,810 世帯と比べると 32,036 世帯（1.3％）増

加している。 

 このうち、一般世帯数を前回調査と比べると、30,857 世帯（1.3％）増加しているが、一般世帯

人員は 5,032,739 人で、165,529 人（△3.2％）減少したため、１世帯当たり人員は 2.13 人から

2.04 人と 0.09 人減少し、世帯規模の縮小が続いている。 

 一般世帯数を世帯人員別にみると、１人世帯が 40.5％、２人世帯が 32.1％となっており、これ

らの世帯で全体の 72.6％を占めている。 

また、前回調査からの増減率をみると、１人世帯は 10.0％増と、全体の 1.3％増に比べて高い

伸び率となっている。 

 

 
表８－１ 世帯の種類別世帯数及び世帯人員の推移 

 
（注）１ 総世帯数に世帯の種類不詳を含む。 

２ 一般世帯数とは、総世帯数から施設等の世帯（学校の寮、病院、社会施設、自衛隊営舎内居住者、 

矯正施設の入所者等）を除いたもの。 
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図５－１ 世帯数、１世帯当たり人員の推移 

 
 

 
表８－２ 世帯人員別一般世帯数の推移 

 
 

 
図５－２ 世帯人員別一般世帯数構成比の推移 
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（２）家族類型別一般世帯数 

 

「単独世帯」が引き続き増加 

 

一般世帯数を世帯の家族類型別にみると、「親族のみの世帯」が 1,439,995 世帯（58.3％）、「非

親族を含む世帯」が 27,425 世帯（1.1％）、「単独世帯」（世帯員が１人の世帯）が 999,825 世帯

（40.5％）となっている。 

前回調査と比べると、「親族のみの世帯」の「核家族世帯」が 2.9％減少し、そのうち「夫婦の

みの世帯」は 0.2％増加する一方、「夫婦と子供の世帯」は 7.5％減少した。 

また、「単独世帯」は 10.0％増加し、一般世帯に占める割合が拡大している。 

 

 

表９ 世帯の家族類型別一般世帯数の推移 

 
（注）一般世帯数に世帯の種類不詳を含む。 

「単独世帯」とは、世帯人員が一人の世帯。 

 

 

図６ 世帯の家族類型別一般世帯数構成比の推移 
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（３）高齢者世帯数 

 

一人暮らしの高齢者世帯が、高齢世帯員のいる一般世帯の３割を超える 

 

 65 歳以上の世帯員（高齢世帯員）のいる一般世帯は 1,054,407 世帯で、前回調査と比べ 55,274

世帯（5.5％）増加し、一般世帯全体に占める割合は 42.7％で、前回調査の 41.0％から 1.7 ポイ

ント上昇している。 

 高齢世帯員のいる一般世帯を家族類型別にみると、「核家族世帯」が 588,521 世帯で最も多く、

子供夫婦や孫などと同居している「核家族以外の世帯」が 96,606 世帯、「単独世帯（一人暮らし

高齢者世帯）」が 361,735 世帯となっている。 

 家族類型別の割合の推移をみると､「核家族世帯」が前回調査から 0.1 ポイント低下し、令和２

年は 55.8％、「核家族以外の世帯」が 2.4 ポイント低下し 9.2％、「単独世帯」が 2.3 ポイント上

昇し 34.3％となっている。 

 

 

表 10 高齢世帯員のいる一般世帯数の推移 

 
（注）（  ）内の数値は、一般世帯数に占める 65 歳以上世帯員のいる一般世帯数の割合。 

 

 

図７ 高齢世帯員のいる一般世帯構成比の推移 
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（４）住宅の状況 

 

「持ち家」の割合は 56.4％でほぼ横ばい 

 

住宅に住む一般世帯数は 2,436,481 世帯で、これを住宅の所有の関係別にみると、「持ち

家」が 1,374,514 世帯（56.4％）でもっとも多く、次いで「民営の借家」が 792,264 世帯

（32.5％）、「公営の借家」が 143,068 世帯（5.9％）、「給与住宅」が 81,869 世帯（3.4％）

の順となっている。 

 

 

表 11 住宅に住む一般世帯数の推移 

 
（注）住宅に住む一般世帯数は、一般世帯のうち住居以外（寄宿舎・病院・学校・旅館・会社・事務所など）に居

住している世帯を除く。 

 

 

 


